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      北京国際旅游博覧会に出展、北京で新潟を宣伝  

 

 6月 18日（火）から 20日（木）までの３日間、北京国家会議センターにて「北京国際旅

游博覧会 2019」が開催されました。同博覧会は、業界関係者 3万人、一般 15万人超の来場

者を誇る、中国国内で開催される大規模な旅游博覧会の一つです。今年は平日開催という

こともあり入場者が少ないのではと思われましたが、実際には大勢の方から訪れていただ

き新潟を PR することができました。開催初日 18 日の夜、新潟では震度６の地震が発生。

翌日の来場者から「新潟、あっ、ニイガタ！昨日は地震がありまあしたね、大丈夫でした

か？」と遠く離れた新潟を心配して声をかけていただく嬉しい場面もありました。また新

潟市で行きたいところがあるがどうやって行ったらいいか、と交通手段を尋ねてこられる

熱心な来場者もおり、新潟の知名度があがっていると実感できました。（松井） 
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      ラジオ番組で PR 

 

 クレア北京（自治体国際化協会北京事務所）の仲介により、中国国際放送（CRI）の「自

治体職員 加油！（頑張れ！）」というラジオ番組（約３０分）に於いて、新潟市の PRを

行いました。（池田） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       『坂東玉三郎×鼓童』北京公演（7月 20日.21日） 

 

一糸乱れぬ太鼓を叩くバチさばきと、体に響きわたる音に酔いしれ、観衆の拍手は鳴り

やみませんでした。 

演奏は太鼓だけではなく、笛や歌、照明を使い、時にはコミカルな演出もあり会場内を

感動と笑いの渦に巻き込み、見るものを飽きさせない大変素晴らしい公演でした。 

中国公演は上海、広州をまわり、北京公演前日の 19 日には鼓童メンバー4 人が北京日本

大使館を表敬訪問いたしました。(松井) 
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        新潟県青少年訪中団が中国訪問 

  

７月２４日から３１日にかけて、駐新潟総領事館が主催する新潟県青少年訪中団が、上

海、西安、洋県（朱鷺の関係で佐渡市と友好都市）、南京を訪問、書道や卓球などを通じ

て中国の青少年との友好交流を図りました。（鞠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

中国レポート  No.73 ２０１９年７月 

 

中国の２０１９年第２四半期（４月―６月）の成長率が６．２％と発表された。第１四

半期（１月―３月）が６．４％だったから０．２ポイント落ち込んだ。日本ではこの数字

に危機感を感じる専門家が多い。中には悲観的な専門家はいる。しかし悲観的専門家は少

数だ。今年３月に開かれた全人代（全国人民代表大会）での成長目標は６．０％－６．５％

だった。その意味では第１、第２四半期とも想定内の数字なのだ。とは言え、楽観論者も

少数派だ。 

この６．２％という成長率は微妙な意味を持つ。中国政府は国民に対し、公約がある。

それは２０２０年のＧＤＰと実質国民所得を２０１０年の２倍にするというものだ。２０

１０年時点の中国経済は高度成長中にあり、その時点での計算では、１０年間の平均成長

率が年間７．２％なら、この「所得倍増」計画は実現するというもので、全く問題ないと

誰もが思っていた。２０１０年の成長率は１０．６％、２０１１年は９．５％だった。そ

の後２０１２年に 8％を切り（７．９％）、２０１５年に７％を切った（６．９％）。今年

通年の成長率が６．２％であれば、公約は実現する。もし成長率が６．２％以下になれば、

公約は実現しないのだ。いくら思いもよらなかった米中経済戦争が勃発したとは言え、習

近平指導部にしてみれば、何が何でも「面子に賭けて」この公約は実現させたいところで

ある。その意味で習指導部が今年の経済運営に、大きな緊張感を抱いている事は間違いな

い。 

米中経済戦争により、中国経済が大きな困難に面しているのは事実である。今年もすで

に半年が過ぎたが、この半年の状況を見ると、消費、鉱工業生産、固定資産投資の伸びが

西園寺 一晃先生の 

報告４ 
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鈍り（民間投資も対前年度比縮小した）、これまで消費をけん引してきた新車販売が大き

く落ち込んだ。中国汽車工業協会によると、 

２０１９年６月の新車販売台数 ２０５．６万台（対前年同月比－９．６％） 

２０１９年１－６月 同   １２３２．３万台（対前年同期比－１２．４％） 

新車販売に関して、多くの専門家は、政府が有力な手を打たない限り、この傾向は当分

続くと見ている。賃金は成長率に比例して上昇しているし、潜在的需要はまだ相当あると

思われるので、買い控えは米中経済戦争などの要因で、将来に不安を持つ人が多くなって

いる表れである。当面不必要な支出は極力控えるという消費者心理が広まっている。 

中国経済にとって非常に重要な貿易（輸出）も、当然ながら米中経済戦争で大きな影響

が出てきている。これまで消費と輸出が、成長をけん引してきた主な要素だった。以下の

数字で見るように、米中貿易は大きなマイナス影響を受けている。 

２０１９年１月―６月の、上位３カ国・地域との貿易状況 

中国の対米国輸出  １９９４億ドル（対前年同期比－８．１％） 

米国の対中国輸出   ５８９億ドル（同     －２９．９％） 

 

中国の対ＥＵ輸出  ２０２８億ドル（同     ＋６．０％） 

ＥＵの対中国輸出  １３５１億ドル（同     ＋３．３％） 

 

中国の対ＡＳＥＡＮ輸出  １６４５億ドル（同  ＋７．９％） 

ＡＳＥＡＮの対中国輸出  １２７３億ドル（同  －０．２％） 

中国にとって救いなのは、対米貿易は大きく落ち込んではいるが、今のところ対ＥＵ、

対ＡＳＥＡＮ貿易はまだプラスが続いていることである。ただ今後については不透明であ

る。特に米中貿易の影響を受けやすいＡＳＥＡＮとの貿易がどうなるか、世界第１と第２

の経済大国の経済戦争が長引けば、これまで多くの国が相互依存関係を結び、複雑なサプ

ライチェーン（供給網）を形成してきたものが混乱し、破壊され、世界経済に対し多大な

マイナス影響を与えることになる。そうなれば中国も大きな痛手を被る。 

ただ苦しいのは中国だけではない。米国も産業界が悲鳴を上げだした。米国の対中国制

裁課税第１弾が発動されたのは２０１８年７月で、以下の通り第３弾まで発動された。中

国も同じ規模と税率の対抗処置をとった。 

米国の対中国制裁課税 

 第１弾 ２５％課税 ８１８品目 ３４０億ドル ２０１８年７月発動 

 第２弾 ２５％課税 ２７９品目 １６０億ドル ２０１８年８月発動 

 第３弾 １０％課税 ５７４５品目 ２０００億ドル ２０１８年９月発動 

 ↓ 

 第３弾の１０％を２５％に ２０１９年 5月発動 

 第 4弾 米国は準備 

 米国が対中制裁課税第 1弾を発動した昨年 7月から、第３弾を発動した今年の 5月まで、

米中とも相手国に対する輸出が大きく減少した。中国の対米輸出額は約１８０億ドル減り、

減少率は約１４％だった。一方、米国の対中輸出は約２３０億ドル減少した。減少率は約

３８％。この数字で見る限り、米中経済戦争の中で、互いに制裁課税を行った結果、より

マイナス影響を受けているのは米国であることがわかる。これが、最近米国が対中強硬姿

勢を若干和らげ、米中が一旦「休戦」状態に入った背景の１つである。 

 しかし、中国の人たちは米中経済戦争が近く収束するとは決して思っていない。またこ

の米中の矛盾の本質は「経済」ではなく「体制間矛盾」であると多くの人は認識しつつあ

る。従って、この米中の矛盾は長期に渡って続くであろうと思っている。ある友人は、「こ
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の戦いは焦った方が負けだ。我々は毅然としながらも米国の挑発に乗らず、腰を落ち着け

て持久戦を闘い抜かねばならない」と言っていた。 

 さて、米中経済戦争に関連して、最近注目されたのは、中国政府が「金融面での開放」

を拡大したことである。経済改革と対外開放を経済成長の柱にしてきた中国だが、金融面

での対外開放は確かに遅れていた。そのため日米欧から批判を受けていた。これまで中国

は「改革」も「開放」も一歩一歩進めてきて、「急激さ」を避けてきた。ここにきて、比

較的大胆な金融面での開放に踏み切ったのは 2つの意味があると思われる。1つは米国に対

する一種の「妥協」である。中国の本心は米中関係を何とか緩和させたいのだ。そのため

には「核心的利益」に関する内容以外では、必要な妥協はするという決意である。もう 1

つは、中国の主張する「改革」、「開放」、「自由貿易」が本物であることを世界に示す

ことだ。さらに付け加えるなら、金融の自由化を促進することにより、外資が中国から逃

げ出すのを防ぐという意味もある。 

 ７月２０日、中国人民銀行（中央銀行）は、１１項目からなる「金融開放」拡大策を発

表した。これらは、やりたくないものを仕方なくやったのではなく、いずれやらねばなら

ないものを前倒しでやったという事であろう。主な内容は、外資に対し中国の金融市場開

放を拡大するものだ。具体的には、外資の格付け会社が、格付け出来る債権の対象を拡大

する。外資金融機関が、債権の引き受け主幹事になる事を認める。外資の保険業務制限を

撤廃する。銀行の運用子会社への外資による出資を奨励する。外資が年金管理会社を設立

することを許可する、などだ。すでに今年の１月、中国政府は米国の格付け会社「Ｓ＆Ｐ

グローバル」の子会社に銀行間の債券市場での格付け業務を許可したが、今回の開放で、

さらに証券取引所に上場するすべての債権の格付けを認めることになった。中国の債権引

き受け業務は利ザヤが大きく、外資系金融機関の多くが参入を希望している。このような

流れができれば、中国にとっても「外資が逃げるのを防ぎ、更なる外資導入につながる」

という利点がある。保険分野でも、外資が参入しやすくなった。これまで保険分野での外

資導入には、「業歴３０年以上」などの条件が付いていたが、この制限を撤廃することに

なった。また、外資が中国で証券、商品先物、生命保険業を営む場合、様々な出資規制が

あった。中国はこれらの規制を２０２１年に撤廃すると約束していたが、１年前倒しで、

２０２０年から撤廃すると７月２日李克強首相が発表した。今回の人民銀行の「金融開放」

拡大策は、これに続く措置となる。 

 中国には転んでもただでは起きないというしたたかさがある。かつて、中国が農業分野

の対外開放を行った時、中国政府は「外圧」を利用した。今回の金融開放拡大もそうした

意味がある。金融は経済の核の部分で、金融の対外開放は、時期ややり方を誤れば、経済

は致命的打撃を受ける。だからこそ「抵抗勢力」も根強い。従ってこれまで金融開放につ

いて、中国政府は慎重だった。その一方で、中国経済が世界経済の重要な構成部分として、

ますます影響力を拡大するためには、金融の全面的開放は不可欠である。中国政府は米中

経済戦争と、日米欧による金融開放への圧力、そして中国が協力に推進する「一帯一路」

を巧みに利用した。現在のような状況では、国内の抵抗勢力は反対できない。 

 米中経済戦争の中で目立つのは、製造業の外資が中国から東南アジアなどへ移転してい

ることである。確かに中国にとっては痛手には違いない。しかし中国が「世界の工場」か

ら「世界のマーケット」に変貌する過程で、すでに外資製造業の、より人件費の低い国・

地域への移転は始まっていた。これに拍車がかかったに過ぎない。製造業でも、ＥＶ（電

気自動車）やロボットの分野では、外資の中国との協力関係は増加している。日本ではト

ヨタが積極的で、７月には中国最大手のＢＹＤ（比亜迪）とＥＶの共同開発で合意した。

サービス業分野では、まだまだ中国の潜在力は巨大だと言う見方が大半だ。サントリーホ

ールディングスの新浪剛史社長は、最近次のように述べている。 
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【筆者プロフィール】 

西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏  

１９４４年生まれ 
● 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園

寺公望氏を曾祖父に持つ。 

● 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・日

中文化交流協会常任理事）の長男。 

● 北京大学経済学部卒業 

● 朝日新聞社に在籍中は，日中関係の調査研究室長な

どを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあたる。 

● 現在工学院大学客員教授，北京大学客員教授，伝媒

大学客員教授，北京城市大学客員教授 

 「米中の摩擦は長期化を予想するが、

中国の消費は今後も伸びるため、市場

としては欠かせない」。 

 中国経済はまだ不透明な部分が多

い、米国経済も落ちてきている。その

米中経済と深く広い関わりを持つ、世

界第３位の経済大国である日本経済

も先行きに対し悲観論の方が楽観論

より多い。世界経済の先行きも予想し

にくい。どの国も、どの企業も舵取り

は難しい。いずれにせよ、やはりカギ

を握るのは中国経済で、冷静で客観的な動向分析が必要である。（止） 

 

             中国人が好む数字、避けたい数字、どうでもいい数字に 

関するお話。 

 まずは１、中国古代哲学上「世界の源」「宇宙の始まり」とされて重視されてきたもの

の、最近では特に意味を持たないそうです。 

 ２は、ペアということから「円満」「和やか」を表すそうです。「好事成双（双＝２）」

（良いことはセットでやって来る）という意味の熟語もあります。 

 ３は、最初の奇数１と最初の偶数２を足した、包括的な数と考えられ、数量の多さを表

現する際使われるときもありますが、特に好かれる数字ではないようです。 

 続いて４、「至る所」を意味し古くから「四大~」の形で用いられてきた。但し発音が「死」

と近いため縁起が悪いとされ、敬遠されています。４階を設定していない商業ビル、ホテ

ルを多く見かけます。 

 ５、万物が 5 種類の元素からなるとする「五行思想」の影響でかつては好まれてました

が、最近では平凡な数字となっているそうです。 

 ６、「六六大順」（万事順調）という言葉があるように、好運、順調、安寧を表す言葉

として用いられる数字で、とても好まれています。 

 ７は、「奮起」「起」（起業の起）と発音が近いためビジネス界では人気の数字となっ

ているようです。 

 ８は、「発財」（儲かる）の発の発音が近いため、富をもたらす最も縁起のいい数字と

して広く好まれていて、商売をする人には特に好まれています。 

 ９は、「久」と同じ発音なので「（恋、愛情、友情などが）永遠に続く」という意味で、

或いは数字の中で一番大きいということでも好まれているようです。長生きしたい人が好

きな数字です。 

 １０は、区切りの数字であることから「十全十美」（完全無欠）という言葉があるよう

に「完全」「円満」を表すことから、好まれているそうです。 

 

 以上、中国人の数字に対する意識でした。（北京事務所長 池田比呂哉） 

 

■■お知らせ■■ 
 新潟市の中小企業、団体等が北京市内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。

お気軽にお問い合せください。 

新潟市北京事務所代表メールアドレス bjniigata@niigata-ipc.or.jp 

北京事務所長のコラム 

mailto:bjniigata@niigata-ipc.or.jp

